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Ⅰ．は じ め に

１．背景と目的

20世紀末に当たる1990年代，世界はさまざま

な大きな事件に遭遇したが，改革・開放政策を

進める中華人民共和国（以下，中国）にとっても，

予期せぬ出来事を多々経験した10年であった。

特に1980年代末から1990年代初頭にかけては，

３つの衝撃的な事象が中国に対する大きな国際

環境として現れた。すなわち，1989年６月の天

安門事件後の国際的な対中経済制裁，1989年12

月の冷戦終結の宣言と1991年12月のソビエト連

邦の崩壊，および1992年２月に始まった湾岸戦

争後の米国一極体制の出現である。このような

中国にとって厳しい国際環境の変化に対して，

とりわけ1992年以降，経済発展を中国共産党政

権の正統性の拠り所と見なす傾向を強めた中国

政府は，「独立自主の平和」外交政策を堅持し，

「経済建設のために有利な」国際環境を創出した

と論じられている（注１）。とはいえ，計画経済体

制から市場経済化の転換過程にある中国は，新

しい世紀を迎えてさらに激しい変動を見せる国

際情勢の下，今後対外的にどのような政策を展

開し，諸外国・国際組織といかなる関係を構築

しようとしているのかが，いまや注目の的にな

っているのである。

こうした点を踏まえて今後の中国の対外関係

を展望するにあたり，本稿では，1990年以降の

日本における中国対外政策に関する既存研究の

状況を明らかにするとともに，それらの総括と

今後の課題を提示することを目的とする。

２．用語の整理と分析対象

ある国家の対外的な営為を表現する用語とし

て外交がある。これが意味するところは使用者

によってしばしば異なるものの（注２），一般的に

は，政府内の外交部門，たとえば中国の場合は

外交部が従事する活動という狭義で理解される

傾向が強い。だが，相互依存が進む現代の国際

社会では，国家以外の主体による対外活動も盛

んになっているという，アクターの多元化が強

まっている。そこで，本稿では中国の対外関係

を扱うにあたり，中国外交部だけではなく，広

く中国政府および中国共産党の対外関係部門に

よる活動を対象とするため，対象領域の総称を

対外政策（注３）と表現し，外交はその中に含ま

れる下位の概念と見ることにする。ただし，既

存研究を紹介するときには各著者が使っている

用語を尊重して表記する。また，中国の対外政

策のうち経済面に関するものを対外経済政策と
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呼ぶ。なお，中国と台湾の関係が純粋な意味で

の内政とは見なしがたい現状から，中台関係を

対外政策に含める分類がしばしばなされるが，

本稿では対象外とする。

分析対象となる著作は，1990年以降日本で発

表された，主に改革・開放以降の中国の対外政

策をテーマとする単行書と論文である。対象時

期を1990年以降としたのは，1980年代末までの

大前提であった冷戦体制が，1989年12月の米ソ

両首脳による冷戦終結の合意で崩れたことに伴

い，東西両陣営間の安全保障が主要な課題であ

った国際関係が大きく変容し，世界大で民族国

家の再編や，経済のグローバリゼーションが表

れ始めた点に拠る。しかも中国においては，

1989年の天安門事件が国の内外政策に対する調

整を迫られる起点となったことを考え合わせる

と，1990年を時期的区切りとすることが可能だ

といえる。また，既存研究の選択については，

仮説検証型の著作のみを対象とする厳密な選択

もありうるが，そうすると当該分野の現状では

対象が極度に限られてしまうことから，本稿で

はこの型に限定せず，たとえば現状分析型など

の著作も対象とし，既存研究の傾向や特徴を反

映していると考えられるものを取り上げること

にしたい。取り上げる著作は原則として日本語

文献であるが，日本語文献の傾向把握に有用な

場合には，必要に応じて一部の中国語文献や英

語文献にも言及する。

既存研究の分析にあたり，具体的に６つの分

野を設けてそれぞれに該当する著作を取り上げ

る。６分野とは，�対外政策全般，�対外認識，

国際情勢観，�日中関係以外の二国間関係，�

日中関係，�対外経済政策，経済外交（注４），�

GATT（関税および貿易に関する一般協定）／

WTO（世界貿易機関）加盟，である。中国の二

国間関係の中から日中関係を個別に取り上げた

理由は，日本語文献ではやはり日中関係に関わ

る著作が多いということである。また，対外経

済政策，経済外交の分野を設けたのは，1990年

代以降，中国の対外政策においても経済面が重

視される傾向が強くなったと指摘される点を踏

まえたことによる。くわえて，GATT／WTO

加盟を独立させたのは，1990年代の対外経済政

策の特色を映し出す代表的事例の１つであるこ

とを重視したからである。周知のように，中国

は1986年７月にGATT加盟（注５）申請を行なった

ものの交渉が妥結しないうちにGATTはWTO

に引き継がれたため，WTOが1995年１月に正

式発足してから改めてWTO加盟を申請して交

渉を再開し，2001年12月にWTOへの正式加盟

が達成された。

Ⅱ．既存研究の分析

１．対外政策全般

中国の国際舞台における活動がいっそう注目

を浴びていることに反し，中国の対外政策ある

いは外交を対象とした本格的な研究は必ずしも

多いとは言えない。特に日本で刊行された単行

書となると，中国外交に関わる書名を掲げたも

のは非常に限られると言ってよい。

そうした中にあって，まず初めに指摘すべき

本格的な中国の対外政策に関する著作は岡部

（2002）である。同書は対外イメージの詳細な分

析によって対外戦略が明らかになるとの立場か

ら，対外イメージの定義と分析方法を説明した

上で，中国の対外イメージの構造とその形成に

影響を与える３つの要因を挙げている。ここで
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の分析は，岡部が1980年代前半に提示した分析

枠組みに基づいている。今回の著作は，彼の40

年にわたる中国対外政策研究の成果の上に，昨

今の新しい公開資料や国内外での研究成果を取

り入れて，新たに書き下ろされたものである。

中華人民共和国建国以来の通史ではないが，

1949年の建国直後から改革・開放以降に到る約

50年間から複数の事例を取り上げて分析してい

る。非常に幅広く渉猟した資料の中から分析の

根拠とする資料を精選しているとともに，分析

枠組みを詳細に明示している点で優れた著作で

ある。また，国際政治学の面から中国外交を分

析としたものには岡部（1997）がある。

次に，小島（1999a）は，1990年代前半の中国

外交の実践やそれにまつわる言論から，中国外

交の現状分析を行なっている。小島によれば，

中国外交には「全方位」協調と「覇権」強硬と

いう２つの要素が含まれるという。一見すると

相矛盾する，これら２要素がともに存在するこ

とについては，中国政府内での中国外交に関す

る意見対立の可能性，および，それぞれが中国

外交の中に占める位置の違いなどを指摘してい

る。中国外交における「全方位」協調外交と

「覇権」強硬外交の諸要素の構図を示した上で，

中国外交が微妙なバランスの上に立つという不

安定な要素を指摘した点が注目に値する。

また，小島（1999b）では，1997年前後に複数

の大国と取り交わした「パートナーシップ」構

築に見られる中国外交に対して，大国間の関係

を重視する傾向が分析されている。同時期の大

国関係については，国分（1999）も発表されて

いる。この論文では「パートナーシップ」の確

立に従事する中国が首脳レベルでの積極的な相

互訪問を実践していることに着目し，中国にと

っての首脳外交の意義，具体的な展開，および

成果に対する評価が行なわれている。

より最近の研究では高原（2004）が注目される。

この論文では，1990年代半ば以降の「中国の台

頭」に伴う周辺諸国の脅威認識の増幅に対して，

中国が隣国とのパートナーシップを多国間の枠

組みとして構想した点に，中国の外交・安全保

障政策の発想の転換を見出している。具体的に

は，1996年から提唱され始めた「新安全保障観」

の経緯，中国とASEANの関係の発展，および

朝鮮半島危機の解決をめぐる中国の努力が分析

されている。

ここで，英語および中国語の文献に一部だけ

触れておくことにしたい。英語文献の中で中国

の対外政策について包括的に概観している書籍

に，Robinson and Shambaugh 編（1994）がある。

序論と結論以外に20章からなる同書は内容から

５つに大別でき，中国対外政策に対して国内的

要因，国際的要因，二国間関係および地域との

関係，行動の類型，さらに国際関係理論という

分野から分析している。また，Kim 編（1998）

の構成もこれと類似しており，理論と実践，二

国間交流，政策と争点，将来展望という４つの

部分からなっている。日本語ではこれに類似し

た書物が少なく，国際関係理論や国内外の要因

という点から分析する章を含むものはかなり少

ないことから，これらは特に欧米の学界での中

国外交に関する先行研究を概観するのに適して

いる。

中国語文献については，1990年代以前に発表

されたものの中に中国対外政策または外交を社

会科学的な手法を用いて分析した書物は少なく，

それらはどちらかというと中国政府の外交実践

を公表・宣伝するという側面が強く見られた。
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だが1990年代後半になると，学術性の高い中国

外交の研究書が現れ始めた。たとえば，劉・薛

主編（1997）は外交官養成のための大学である外

交学院が中心となって編集されたもので，中国

外交について外交戦略の変遷，外交政策の指導

思想，国際環境，各種の二国間関係およびジ

ャーナリズムとの関係という観点から分析され

た論文が掲載されている。1990年代半ばの中国

での中国対外政策研究における新たな動向を示

す書物である。さらに，最近のものでは復旦大

学国際政治系のスタッフによってまとめられた

肖・唐主編（2003）がある。これは大国の外交

を分析対象にしているが，５つの部分のうち１

つは中国外交を専門に扱った章を集めているこ

とに加え，他の部分でも中国の事例を多く取り

上げていることから，学術性を有する中国外交

研究と位置付けることもできる。また同書は，

外交政策を４つの角度，すなわち政治，法律，

大国，技術から捉えており，実施主体について

NGO（非政府組織）のような政府以外の組織も分

析対象にしている点が注目に値する。

２．対外認識，国際情勢観

日本における中国対外政策研究では，中国政

府の対外戦略を明らかにするために，中国の対

外政策決定に関わる人々，すなわち政府指導者

やブレーンの発言や記述の内容を分析した研究

が比較的多い。対外認識については，主に世界

情勢や国際戦略環境に対する見方であれば国際

情勢観であり，国際的な力関係の枠組みに対す

る見方であれば国際権力構造観である。

高木誠一郎はこの手法を用いて複数の論文を

発表している。その典型的なものが高木（2000a）

である。1989年６月に発生した天安門事件後の

「和平演変」（平和的転化）論から，1990年代半ば

に国際権力構造の「過渡期終了」論までを対象

時期とし，中国政府の公式に表明された対外認

識と，政策決定者の対外認識に影響を与える立

場にあると見られる国際問題専門家の言説を検

討している。同様の分析手法を用いた高木の著

作としては，基本認識と湾岸戦争，国際新秩序

に対する認識を分析した高木（1992）や，地域

経済協力と地域安全保障協力とを対照的に分析

した高木（1997），さらには日米安保再確認をめ

ぐる見方を対象にした高木（1998）がある。いず

れも幅広く公式見解や発言，論述に当たってお

り，文献の渉猟と引用の仕方が堅実である。

次に，毛里（1995a）は冒頭で，国家の外交を

全面的に分析するには�外交思想，�国際情勢

認識，�外交戦略，�外交行動および外交交渉，

という少なくとも４つのレベルでの分析とその

総合化が必要であるが，それを一気に行なうこ

とが至難であることを指摘している。同論文の

中では，このうち�レベルでの基本的特徴と構

造を明らかにするため，特に改革・開放以降の

中国の研究者たちによる言説を丹念に追って，

外交思想の変遷を描き出している。ここでの思

想・認識レベルでの変化を踏まえ，毛里（1995b）

では具体的な対外活動の変遷も描き，1980年代

から1990年代かけての中国外交の現実に迫る分

析を行なっている。

ブレーンの対外認識を分析対象とした研究に

は浅野（1995）がある。これは，1990年代初頭

のソ連崩壊を中心とした国際関係の大きな変容

について，中国の分析者が行なった主要な研究

に焦点を絞り，その分析を通じて中国の対外認

識の主な特徴や変化を明らかにするという試み

を行なっている。文化大革命中に活動が停止し

ていた，国際関係分析を主要な任務とする中国
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の研究機関が改革・開放以降に再編されたこと

に触れた後，それらの機関に所属する研究者が

ソ連解体および国際政治構造の変動に対してい

かなる分析をしたかが描き出されている。対象

とする研究者が絞り込まれており，分析に精密

さが見られる。

さらに，中居（1996）は，以下の３点に回答

を与えることを分析の目的としている。第１に，

中国の外交担当者による現状分析，外交の目標

と任務はどのようなものか。第２に，1990年代

初頭の冷戦の終結は彼らの考え方にどのような

影響を与えたか。第３に，21世紀に向かって中

国外交はどのような課題を抱え，どのような方

向を取ろうとしているのか。同論文の分析には

１つの特徴がある。すなわち，1992年９月に中

央党校で行なわれた，当時の外交部長・銭其 

の「内部講話」を入手し，それを詳細に分析し

ている点である。注釈によれば，同講話は内部

刊行物の『理論動態』に掲載されたものの，香

港では入手可能だという。外交政策に携わる人

物の発言に接近することは，対外認識の研究に

も強く求められる条件であるといえよう。

３．日中関係以外の二国間関係

中国にとっての二国間関係についてはこれま

で多くの研究が行なわれており，枚挙にいとま

がない。たとえば，岡部編（2001）は中国の対

外政策を二国間関係中心に概観しており，日中

政治関係，日中経済関係，米中関係，中ソ・CIS

（独立国家共同体）関係，アジア近隣諸国との関

係，中台関係，中港関係および華人華僑との関

係を掲載し，建国以来の略史を概説している。

米中関係については，たとえば高木（2000b）

がある。同論文では，1990年代の米国によるア

ジア太平洋地域での政策展開とそれに対する中

国の対応に焦点を当てて分析がなされ，この時

期の米中関係の基本的な展開が端的に記述され

ている。高木はまた，単に米中の二国間関係に

留まらず，日米中の三カ国間関係の重要性を唱

える研究も発表している。一方，高木（1994）

では，冷戦終結という大きな環境を受けたこれ

ら三カ国間関係の基本構造の特質に触れ，各二

国間関係における第三国要因の作用を分析して

いる。このような複眼的な見方は従来の研究に

対する問題提起となったといえる。これと同様

な視点から，アジア太平洋地域における日米中

関係の重要性を説き，日米中協力の現状と今後

の促進方法について複数の角度から分析した著

作に，国分編著（1997）がある。国分（2000）も

また日米中関係の重要性を指摘している。

米中両国は，1997年11月の江沢民国家主席訪

米と翌年６月のクリントン大統領訪中を通じて

「戦略パートナーシップ」の構築に関する合意を

得た。米中間の「戦略パートナーシップ」の出

現と崩壊の過程を検証することで中国の対米外

交姿勢を析出した著作として，濱本（2002）が

ある。同論文では，米中「戦略パートナーシッ

プ」に対して，まずその起源と提起の過程を丁

寧に追跡した上で，首脳の相互訪問によって合

意に漕ぎつけた後，在ユーゴスラビア中国大使

館の「誤爆」事件などを経て動揺するまでの経

緯を描写している。「戦略パートナーシップ」と

いうキーワードを軸として，一定期間の米中関

係の深層に分析を加えることで米中間における

摩擦の構造を明示しており，独自の分析枠組み

を提示した著作だといえる。

また，三船（2002）では冷戦後の米国の対北

東アジア政策と米中関係の特徴が析出され，三

船（2003）ではブッシュ（第41代大統領）政権に
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よる対中国人権外交の意義づけが行われている。

これらの著作には，ともに米中間の相互作用を

丹念に追った精緻な分析が見られる。くわえて，

安全保障問題や人権問題という，米中関係をし

ばしば動揺させてきた争点を実証的に分析して

いることから，これらの問題の今後を見る際に

有益な視座を提供してくれる。

ソ連崩壊後の中ロ関係については，二国間関

係を概観したものはあるが，中国外交の視点か

ら分析した著作はかなり限られる。ここでは増

田（2000）を取り上げる。この論文は，中国が

「戦略パートナーシップ」を米ロ関係および米中

関係の双方に適用した理由を解明することを目

的としている。分析では，「戦略パートナーシ

ップ」の使用に対する中国の消極的な態度から，

「新型の国家関係」のモデルとして位置付けるよ

うになった過程，特に中ロ間の「戦略協力パー

トナーシップ」の形成過程に焦点が当てられて

いる。同論文の特徴は，中ロの「戦略協力パー

トナーシップ」を中国外交全体の枠組みの中で

検討している点にある。

朝鮮半島との関係については，益尾（2002）

がある。この論文は1980年代から1992年までの

中国の対朝鮮半島外交を分析対象とし，中国が

韓国と国交樹立を行なった背景を明らかにする

ことを目的としている。同論文の特徴は，1980

年代に経験した中国外交の構造的転換を「ウェ

ストファリア化」と呼び，従来の中国が対社会

主義国政策で採用していた，階級主義政党指導

者間の個人的信頼関係に基づいて下されていた

外交的決定が，独自の情勢判断と自国の国益へ

の認識に基づいて下されるようになった現象を

与件としている点にある。事例分析では，政府

間の「国家間外交」だけでなく中国共産党と他

国政党組織の間で行なわれる，いわゆる「党際

外交」も対象となっている。「党際外交」を取り

上げていることは，中国外交の複眼的な把握と

いう点において示唆に富む。

この「党際外交」に関しては，中国語文献に

おいて近年，「政党外交」という言葉をしばしば

目にする。政府以外の外交主体として政党に注

目したものであり，中国の場合は中国共産党中

央対外連絡部がその実行主体となる。周余雲

（2001）が一例として挙げられる。

近年の展開が著しい中国の対ASEAN（東南ア

ジア諸国連合）外交については，佐藤考一（1997a）

が発表されている。1990年代，中国とASEAN

の間には善隣友好関係の増進という面が見られ

た一方で，著しい摩擦の面も露見した。佐藤は，

中国のASEAN諸国に対する外交政策が直面し

た三つの障害，すわなち，南沙諸島の領有権問

題，経済関係の問題，台湾の外交攻勢をそれぞ

れ分析している。ASEAN諸国研究者として佐

藤考一（1997b）などで知られる著者の，中国外

交に対する分析の視点が参考になる。

中国と第三世界の関係については研究がきわ

めて少ない中にあって，喜田（1992）が体系的

な研究成果として注目される。同書は２つの部

分から成る。第一章は中国外交の概観として，

まず中国の対外認識における第三世界の位置を

把握し，次に第三世界との「条約」の締結状況，

および要人の交流状況を細かく数値化すること

で，中国の第三世界外交の経過を俯瞰し，さら

に中国が相手方政府と外交関係を結び友好関係

を維持していく際の重要な背景要因を探求して

いる。第二章では，中国の第三世界外交史の中

で転換期をなす５つの時期を取り上げ，その経

過を追いながら各時期における中国政府の政策
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意図などを分析している。喜田は，条約等の締

結や要人の往来，特定問題に対する『人民日報』

紙上での掲載記事などを数量化して図示すると

いう手法を採用している。こうした数量化が間

接的論拠の強化につながることはたしかであり，

この点でも中国外交の研究手法の幅を広げた研

究であると言えよう。

４．日中関係

まず，田中（1991）は，第二次世界大戦の終

結後から1990年までの日中関係を包括的に論じ

ており，各時期の状況を万遍なく描写している。

日中関係の研究者層が比較的厚い日本の学界に

おいても日中関係の戦後史を一貫して扱った書

籍は稀であることから，同書が必読書のように

なっている。ただし，1990年代は対象外である。

1972年の日中国交正常化後20年間の日中関係

と1990年代前半の中国外交を分析対象にした著

作として，小島（1994）がある。この中では，

まず1972年から20年間の日中関係に，表層にお

ける交流の進展と深層における摩擦と係争が混

在していることを指摘し，それが「非対称性」

や「友好と摩擦」の構造を形成したことを解明

している。次に，1990年代の中国外交が協調と

反発の２つの側面を持つことを指摘した上で，

以後の日中関係のあり方を展望している。中国

外交が持つ両面性とは，既述の小島（1999a）で

提示された中国外交の論理を示唆する。また，

小島（1999c）では，分析対象を1997年まで広げ，

特に1990年代半ば以降の摩擦の構図を詳しく分

析している。同論文の特徴は，日中関係を基底

において規定してきた両国間の相互認識を国民

レベルで検討している点にもある。すなわち，

1990年代に入り，国民レベルで相互イメージが

急速に低下している日中関係の現状とその原因

が分析されている。一見結びつきを無視しがち

な，世論と外交の連関に焦点を当てている点は

今後の中国外交研究に対する一つの提起とも見

える。

さらに日中関係に関する５点を紹介したい。

まず，石井（1995）は「世界の中の日中関係」

について詳細に分析している。この論文では，

中国のブレーンである研究者たちが1990年代前

半，日中関係についてどのような認識を持って

いたかが明示されている。次に，添谷（1998）

は分析視角に特徴が見られる。すなわち，国交

正常化後の日中関係の軌跡を，二国間レベルで

の日中関係の論理が大国間関係をめぐる国際政

治の論理の中に取り込まれる過程として概観し

ているのである。国際政治の論理と日中二国間

関係の論理とがどのような関係にあるのかを考

察しており，日中関係研究に新たな視角を提示

したと言える。続いて，中居（2000）は，1990

年代の日中関係に協調と相克の局面が混在して

いることを指摘した上で，「世界の中の日中関

係」の出現と展開，および中国の「体制危機回

避」外交と日中関係という２事例を分析してい

る。これを通じて，1992年に天皇訪中で友好善

隣関係が完成した日中関係が，本質的な変化を

内包し，それによって以後，相克が顕在化した

ことを描いている。1992年を境とした日中関係

の変化の原因が明示されている点が興味深い。

さらに，国分（2001）は，国民の相互イメージ

の低下と現実の日中関係の低調という悪循環に

着目し，冷戦終結後の日中関係悪化の背景を探

っている。具体的には，1972年の国交正常化以

後に形成された日中関係の安定構造，すなわち

「72年体制」が，冷戦終結後に変容の過程へと転

換しつつあることを念頭に，４つの国際要因お
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よび国内要因から複合的な説明を試みている。

日中関係の「72年体制」の転換という指摘が注

目される。最後に，愛知大学現代中国学会編

（2001）は「21世紀の日中関係」の特集を組み，

６本の論説等を掲載している。具体的には，

「日中関係21世紀への提言」「日中台関係への新

視覚」「安全保障から見た日中関係」「21世紀の

日中経済関係」「対中国経済協力の課題」などで

ある。いずれも世紀の変わり目を経て，新たな

関係を模索する両国の諸相を描き，今後のあり

方についての提言も含めた論述である。

ところで，中国の対日観に焦点を絞った研究

として，ホワイティング（2000）がよく知られ

ている。この研究では，日中関係において中国

指導部は現実の利益に基づいているのか，それ

とも先入観に基づいているのかを設問とし，

1982年の歴史教科書問題，1985年の学生反日デ

モ，および1987年の学生反日デモという３つの

事例を検証している。研究手法としては，広汎

な文献調査をした上で，中国で多くのインタビ

ューを実施し，その結果から中国人の対日観を

丹念にまとめている。同書は，1989年に出版さ

れた原著に1990年代の分析を加えて新たに出版

されたものである。この研究により，現地での

聞き取り調査という研究手法の有効性があらた

めて示されたといえる。また，最近，ホワイテ

ィングと類似の手法を一部取り入れた研究には，

たとえば Rozman（2002）がある。この研究では，

冷戦後の中国の対日イメージを分析対象とし，

中国の日本専門家にインタビューを実施してい

る。一方で，日本政府の政策決定者にインタビ

ューしたものとして横山（1994）がある。1985年

８月の靖国神社公式参拝によって日中間に緊張

をもたらし，その処理にあたった中曽根康弘元

首相へのインタビュー内容を掲載し，そこから，

中曽根元首相の在任当時の対中政策に関わる外

交スタイルや歴史観などを浮き彫りにしている。

ここで，日中経済関係を対象とした著作をい

くつか紹介しておきたい。まず趙（2002）は，

中国の経済発展戦略の側面から日中経済関係を

論述した著作である。まず，中国の経済発展戦

略の経緯と今後の目標を記述し，日中経済貿易

関係の現状と特徴および主要な問題を指摘した

上で，日中経済貿易関係の展望と関係強化への

提言を行なっている。日中韓三カ国の経済協力

パートナーシップの構築とその拡大を提言して

いる点が注目に値する。今井（2002）は，日中

経済関係について，日中貿易，日本の対中投資

および対中経済協力の３点に分け，それぞれの

現状と展望を平易に描いた概論である。伊藤元

重・財務省財務総合政策研究所編著（2003）は，

日中経済関係を経済学的手法で分析した，７つ

の本格的な研究論文からなる。中国の日本経済

に及ぼすインパクトはどの程度か，また，今後

日本はどのように対応したらよいのかについて

実証的・理論的に検証することが焦点とされて

いる。日中関係に対して経済学の理論枠組みを

用いた研究はいまだに少なく，二国間関係を経

済学的手法で具体的に分析した著作として画期

的な意味を持つ。

５．対外経済政策，経済外交

対外開放政策の導入を反映して，改革・開放

以降の中国対外政策では経済的要素がより重視

されるようになった。中国国内において，経済

外交という概念がしばしば提起されるのは，対

外経済関係の重視が意識されていることの表れ

だと考えられる。

中国の対外経済政策を中心的に管轄する中央
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行政部門である，商務部（2003年３月以前は対外

貿易経済協力部）による1998年版白書，施主編

（1998）には，「経済外交縦横論」が掲載されて

おり，経済外交に関する概念，今日の国際関係

における地位，基本原則，中国対外経済貿易と

中国経済および中国外交の関係などが整理され

ている。その中で，同白書の記述対象である中

国の対外経済貿易は，経済活動および外交活動

の１つであると記されている。編者の言葉によ

れば，この序論は専門家の評論で，政府の立場

を代表するものではないということだが，政府

白書の冒頭に経済外交の総括を持ってきたこと

は，中国の対外経済政策において経済外交が強

く意識されていることを暗示すると考えられる。

中国では，最近でも経済外交に関する著作が

複数発表されている。たとえば，張（2003）は

系統的に経済外交の分析を行なった著作である。

まず総論として経済外交の基本概念，学説など

を紹介した後に，通貨金融外交と経済外交の関

係，貿易外交の側面，地域経済統合外交，さら

には経済援助外交と経済制裁外交についてそれ

ぞれ具体的事例を挙げて描写している。同書は

先行研究を広く渉猟しているだけでなく，経済

学の関連する理論と経済外交の実践を結び付け

ている点に特徴がある。また，周永生（2003）

は経済外交の概念を研究した論文である。まず

４つの側面から経済外交の歴史や現実，理論的

根拠を解明するとともに，６つの側面から中国

が経済外交を推進する必要性を論じている。そ

の上で，総合的外交の角度から中国の経済外交

が好機と挑戦に直面していると指摘する。中国

で用いられる経済外交の概念を簡潔に整理した

ものとして参照できる概説論文である。

日本で発表された著作の中で中国の経済外交

に言及した論述としては，たとえば凌（2002）

がある。これは，中国で「新安全観」が提唱さ

れた点と中国の経済外交戦略の行方を論じてい

る。「新安全観」の提唱は，中国の国際情勢観や

安全保障・外交政策の基本スタンスが大きな変

化を見せようとしていることの表れで，その結

果，経済外交がいっそう重要な地位を占めるよ

うになるという見方が提示されている。

ところで，中国対外経済政策の全般について

日本で発表された著作としては，以下がある。

まず杜（1997）があげられる。ここでは，中国

と世界の経済的な結びつきを展望するに当たり，

世界経済システムに中国が組み込まれることが

なぜ中国にとって重要なのか，また，このこと

がなぜ世界にとって重要なのかという２つの問

題が提起されている。その分析内容は，まず，

改革・開放政策のプロセスを通説とは異なる視

点から透視して，開放経済体制に向かう中国が

直面している政策課題を提示した後に，中国と

世界の統合の様態を考察し，中国の世界経済シ

ステムへの参加問題を分析した上で，最後に日

中経済関係の現状と日本の対応に言及している。

杜はこの分析的な論文を通して，中国の対外経

済関係が今後どんな枠組みの中で発展していく

かが経済構造転換の成功の鍵であると論じてい

る。

中嶋（2000）は，建国以来50年間の貿易，外

資導入を取り上げ，各政策の実施状況の変遷を

簡明に示した概説論文である。ここには項目別

の詳細な数値データが掲載されており，視角的

な理解が可能になっている。

陳（2002）は，中国の対外経済関係について

平易に描いた概説論文である。これは４つの部

分から成る。まず対外貿易関係の略史に触れて，
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貿易形態や貿易体制の変動を示している。次に

外資の導入と利用について，対外開放以降の中

国における外国からの直接投資の拡大，対外借

款の急速な発展などを説明している。さらに対

外開放戦略について，経済特区と沿海開放都市

の概要のほか，辺境地区や内陸地域の対外開放

の現状も概観している。最後に，主要な国際経

済組織および国家との協力関係について，IMF

（国際通貨基金）やGATT等への加入の経緯のほ

か，米国，日本，EU（欧州連合）との経済貿易

協力関係にも言及している。

大橋（2003）は，WTO加盟後の中国の対外経

済政策を取り上げている。2001年に中国は

ASEANとのFTA（自由貿易協定）を正式提案し，

東アジア経済秩序においても中国の存在感がさ

らに増したことが認識された。大橋はこの点に

注目し，中国がFTAを提案するに至った理由と，

これが東アジアの経済秩序に与えた影響を明ら

かにすべく，WTO加盟後の中国の対外経済政

策をFTAを中心に考察している。この研究論

文は，中国のFTA提案が単なる短期的な経済

効果を狙った手段ではなく，WTO加盟後の中

国の東アジア近隣諸国への効果的な外交戦略に

なっているという肯定的な評価を下している。

FTAの提案という新たな事象を分析の中心と

している点に斬新さが見受けられる論文である。

2003年３月に中国では国務院組織の改革が発

表された。この国務院改革後の対外経済政策の

運営を扱った概説論文に大西（2003）がある。同

論文は対外経済政策に限らず広く経済政策を分

析対象としたものだが，関係する国務院各部・

委員会の役割分担が簡潔に記され，共産党組織

との関係も含めた政策決定の構図が整理されて

いる。

以上，主なものを列挙してみたが，相対的に

言えば概説的なものが多く見られ，中国の対外

経済政策に対する実証的な研究は少ないという

印象を受ける。

６．中国のGATT／WTO加盟

まず，中国のWTO加盟について全般的に論

じた概説書として，中国WTO加盟に関する日

本交渉チーム（2002）がある。著者名から明らか

なように，同書は，中国のWTO加盟交渉の最

終局面において関係省庁の交渉担当者として携

わった，日本政府の実務者によって執筆された。

中国のWTO加盟文書に沿いながら，作業部会

における議論（交渉経緯）と中国が行なった約束

（コミットメント）について解説がなされている。

執筆者はそれぞれの専門分野に応じて執筆して

いることから，中国の約束に関する記述はかな

り詳細なものとなっている。交渉従事者からの

実務的な記述内容が特徴的であるといえる。

次に，菱田雅晴は中国のGATT／WTO加盟

の経緯を扱った著作を早い時期に発表している。

まず，菱田（1995b）では，中国のGATT加盟を

めぐる諸問題を検討することを通じ，中国社会

主義の行方が考察されている。同論文は，ガッ

ト体制およびその構成メンバーとしての締約国

の存在を，中国にとって利用しうる「外圧」と

捉える。具体的には，1986年の加盟申請以来の

接触・交渉過程を概観する中で，中国側および

締約国側両者の交錯する利害関係を抽出してい

る。「外圧」への対応については，中国政府内に

おけるガットに対する認識レベルの政策志向の

類型を挙げて分析しており，「ガット派」と「主

権威信派」の２つは，結果的に「アンチ・ガッ

ト派」を凌駕する形で「拡大ガット派」を形成

していったと推測されている。こうした政策志
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向の類型化は，中国のガット加盟交渉時の中国

政府内の政策過程を分析する際にたいへん有用

な枠組みとなる。また，菱田（1995a）では，中

国にとってGATT参加はどのような意義を有

しているのか，また逆にGATT締約国側はそれ

ぞれどのようなスタンスでこれに臨んでいるの

かが検討すべき課題とされている。この２つに

関する分析を行なった上で，交渉過程において

問題となった論点が指摘された。結論として，

中国がGATT加盟に向けた新たな「ゲームの

ルール」をいち早く体得したのに対して，国際

社会の側が中国に対する事実評価と認識の間に

整合的なイメージを描き切れないでいるという，

対照的な様態が指摘されている。

その後には，大橋（2002）が著されている。こ

れは，中国とGATT／WTOとの関わりを歴史

的に跡付けた後，WTO加盟の背景をとりわけ

国内経済体制問題との関連の中で論じている。

その上で，WTO加盟のインパクトとして，構

造調整の推進，産業育成の本格化，市場志向型

改革の深化を指摘している。同論文の分析結果

は，中国が進めてきた市場志向型の経済改革が

中国をWTO加盟の「有資格国」へと導いたと

いう考察に表れている。

ところで，中国のWTO加盟問題については，

難航を極めた米国との二国間交渉を取り上げる

著作が比較的に多い。まず，菱田（1996）は，

1994年からの約２年間を分析対象としている。

1994年はちょうど，中国のWTO加盟交渉への

基本的なスタンスが強硬姿勢へと大きく変わっ

た時期である。菱田は米中交渉の不調から派生

する「嫌米情緒」の存在に焦点を当てて，交渉

行き詰まりの側面を描き出している。中国が

WTOに正式加盟するまで15年余りの時間を要

したことを考えると，交渉の難航時期に対する

分析が重要であることが分かる。

これに続いて，大橋（1998）では，GATT／

WTO加盟問題は米中経済摩擦の争点が集約さ

れた問題として分析されている。その内容とし

ては，中国のGATT／WTO加盟の端緒から，

加盟の便益と費用，加入に伴う諸問題，GATT

／WTO原則への整合化，APEC（アジア太平洋

経済協力会議）の貿易投資自由化・円滑化措置を

論じた上で，WTO加盟をめぐる米中交渉およ

びそれに伴う米中摩擦に言及している。大橋に

よれば，米中経済摩擦は，国内慣行と国際規範

とを接合させることにより中国の改革・開放を

促進し，中国を相互依存の国際関係に組み込む

「外圧」として機能してきており，その端的な事

例としてGATT／WTO加盟をめぐる米中交渉

が挙げられるという。一方で大橋（1999）は，

期待されながらも米中合意が成立しなかった

1999年４月の朱鎔基首相の訪米について，それ

に至る米中両国の国内事情を振り返ると同時に，

それまでの米中交渉にも評価を加え，その当時

困難な局面を迎えていたことに言及した現状分

析の論述である。

さらに，三船（2001）では，米国による中国

のWTO加盟の米中関係史における位置付け，

中国のWTO加盟の意義，中国のWTO加盟に長

期間かかった理由，中国のWTO加盟に伴う課

題などが分析されている。中国WTO加盟後の

シナリオとして，中国が中長期的に経済体制改

革を邁進させ，米国との協調的関係を構築し，

北東アジアにおける地域覇権国としての地位を

ねらっていく可能性が高いことを提起している

点は，国際経済関係から今後の北東アジア情勢

を展望していることから示唆に富む。
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最近刊行された著作に片岡・鄭（2004）があ

る。合計12章から成る単行書で，そのうち第８

章から第11章までにおいて，中国のGATT／

WTO加盟に関する問題を取り上げている。こ

こでは，15年余りに及んだ加盟交渉において中

国の立場を左右したものは何であり，またアメ

リカの対中戦略はどのように加盟交渉に影響し

たのかが検証されている。やはり米中交渉の分

析に相対的に多くの紙幅が割かれているが，そ

れ以外の二国間交渉や多国間交渉についても丹

念に描写・分析されていることから，中国の

WTO加盟について，その経緯を全体的に把握

し，争点や背景に対する認識を深めるのに適し

た著作である。

Ⅲ．既存研究の総括と今後の課題

１．既存研究の総括

以上６つの分野に分けて，中国の対外政策に

関する既存研究を紹介してきた。そこで，これ

らの既存研究を総括し，そこに見て取れる傾向

や特徴を５点指摘する。

第１点は研究対象分野についてである。既存

研究を６分野に分類した結果，相対的に言えば，

日本における中国対外政策研究には対外政策・

外交全般を扱う研究が少なく，国際情勢認識を

扱うものと二国間関係の現状分析が多いことが

分かる。無論，個別事例による実証研究の積み

重ねが説得力のある研究成果を生み，研究蓄積

に厚みを与えることは確かだが，事例研究の結

果を踏まえた上で中国対外政策あるいは外交政

策の総合化・一般化を試みる作業は不足してい

ると感じられる。

第２点は研究対象時期・地域についてである。

本稿では1990年以降に発表された研究に対象を

絞ったことから，これ以前の研究動向について

は断言できないものの，今回の分析から言える

のは，同時代に属する事象を題材とした研究が

少なくないということである。ただし，改革・

開放時代に含まれる研究の中でも，時期によっ

て研究蓄積に差があると見られる。対象地域に

ついては，日本で発表された著作の中では中国

と日本の関係についての研究が特に多いと感じ

られる。これに加え，冷戦終結後の国際政治に

おける唯一の超大国という立場が作用してか，

米中関係の研究も相対的に多いことも指摘すべ

きである。

第３点は研究方法についてである。1990年代

に入り，公開資料の拡大や聞き取り調査の実現

により中国研究における情報入手の制約が緩和

されてきたとはいえ，こうした直接的な取材調

査活動の実施が容易でないことに変わりはない。

それゆえ，中国政府と中国共産党が公表した公

式文献，すなわち決定，報告，講話，通知など

か，あるいは政治指導者による発言等を丹念に

読み込み，国際情勢認識や対外認識を明らかに

するという研究がかなり多く，その成果は豊富

である。一方で，ホワイティングが行なった，

中国の政策関与者あるいは政策提言者へのイン

タビュー調査に基づく実証的研究が，その後，

順調に継承され，発展しているとは言い難い。

第４点は研究の対象領域についてである。改

革・開放時代に入り，それ以前，安全保障面に

偏重していた中国の対外政策・外交政策が次第

に多角化，多元化，広範化しているという現状

を受けて，研究の対象領域も広がりを示してき

ている。だが，これを示す経済外交や政党外交，

あるいは民間外交などを本格的に取り上げた研
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究は，日本ではまだ十分だとは言えない状況に

ある。特に中国外交は政治学の立場から研究す

る一方で，中国対外経済政策は経済学の立場か

ら研究するという，いわゆる「棲み分け」が比

較的に明確だという傾向を指摘できる。それゆ

え，この垣根を越えて中国対外政策の研究に従

事する試みがいまだ不足していると感じられる。

最後に，第５点は中国のGATT／WTO加盟

に関する研究についてである。この事例では，

加盟交渉の時期に繰り広げられた米中関係の展

開が特にダイナミックであったことからか，米

中交渉を扱った著作が多い。また，WTO加盟

の達成後は，中国のWTO加盟による貿易や市

場開放への影響を論じた著作の多さが目を引く。

こうした状況下，たとえば日本では日中関係の

著作が多いという傾向に反して，中国のWTO

加盟に向けた日中交渉をテーマとした研究など

はほとんど見られない。

２．今後の課題

前項の既存研究の総括を踏まえるとき，今後

の課題として次の事柄が指摘できるであろう。

�比較的同時代の具体的な事例を対象とした対

外政策研究をさらに充実させること，�具体的

な事例研究によって実証性を保ちながら，中国

の対外政策が持つ本質的性格に対する考察を引

き出す研究志向を持つこと，�公式文献の丹念

な読み込みにより中国側の対外認識を把握する

とともに，インタビュー調査等を実施して分析

の信頼性を高めること，�中国の対外政策が持

つ多元的な側面を描き出せる分析視角を構築す

ること，�特に政治学の立場からも対外経済政

策に対する研究を推し進めていくこと，である。

いずれもその達成は容易ではないと思われる。

だが，「中国の台頭」がつとに論じられる今日，

日本における中国対外政策研究の発展は時代的

な要請であるといえ，今後新たな挑戦を試みる

研究の登場が強く望まれるところである。

（注１）たとえば，中国外交部が毎年出版する『中国

外交』（1994年以前は『中国外交概覧』）には，前年に

実行された中国外交を総括する箇所があるが，そこで

は「独立自主の平和」外交政策の堅持が必ず記載され

ている。また，1992年，1993年，1994年，1996年の外

交の総括では，「中国の経済建設に有利な国際環境」が

創出されたと論じられている。中華人民共和国外交部

外交史編輯室編『中国外交概覧』［1991年版］・中華人

民共和国外交部外交史研究室編『中国外交概覧』［1992

～1994各年版］・中華人民共和国外交部政策研究室編

『中国外交概覧』［1995年版］の第二章，および，中華

人民共和国外交部政策研究室編『中国外交』［1996～

2003各年版］の第二章。

（注２）ニコルソンによれば，「外交」という言葉に

は５つの解釈が存在するという［ニコルソン 1968，5-

6］。

（注３）佐藤英夫は，外交政策について「どちらかと

いうと，伝統的な安全保障もしくは高次元の政治

（high politics）のほうに重点が置かれているように思

われる」と論じている［佐藤英夫 1989，６］。

（注４）これは改革・開放以来，中国において自国の

外交を性格づける概念としてしばしば取り上げられる

概念であり，経済利益の実現を目的として行なう外交

活動，あるいは対外経済目標の実現のために行なう

様々な外交活動など，複数の定義が見られる。本稿で

はこの後者の定義を用い，対外経済政策との共通性か

らこれと同じ分野として項目を立てる。経済外交の定

義については，本文中で取り上げた施主編（1998），張

（2003）のほか周永生（2004）などを参照。

（注５）1986年７月に中国がGATTへ申請したのは

「加盟」ではなく「復帰」であった。これは，1950年５

月に中華民国がGATTを脱退したという歴史的経緯

によるものである。ただし，本稿での表記は原則とし

て「GATT加盟」とする。
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